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【論文要旨】
Retail internationalization has attracted a lot of attention from researchers since the late 1980s.
After nearly 30 years of research, previous studies have provided a great insight into the phenome-
na. There is a need to clarify the future research direction in order to further improve our under-
standing of retail internationalization and to further develop this academic ˆeld. Therefore, the pur-
pose of this study is to identify the future research agendas through reviewing previous study of in-
ternational store operations, which is one of the most important topics in retail internationalization.
It concludes that complex developing process of subsidiaries in foreign market need to be examined
in the future.
【キーワード】 Retail internationalization, Market entry, International strategy, International retail
divestment, Retail internationalization process
 はじめに
小売国際化研究は，1980年代後半から小売企業の急速な国際化にともなって活発化した。小売
国際化の分析視点は組織と市場の 2 つに大別することができる（矢作 2007）。組織次元は小売企
業の行動に焦点を当てるミクロ的視点であり，市場次元は小売企業の行動によって変化し，または
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図表 小売国際化研究における本論文のポジション
出典筆者作成。
それに影響を与える流通システムなどの市場環境に焦点を当てるマクロ的視点である。小売国際化
の組織次元は，海外出店，国際知識移転，および国際調達に大別することができる（鈴木 1976
Dawson 1993McGoldrick 1995）。本稿は組織次元のうち，海外出店に注目する（図表 1）。
小売国際化研究において，海外出店は最も注目された分野である。それは小売国際化研究が，小
売企業による海外出店の活発化にともなって，盛んに行われた歴史的経緯と関係する。また，小売
企業は空間的・地域的に存在している消費者を対象として，商品の売買活動を固有の業務としてい
るため，海外出店による店舗経営が小売企業にとって最も重要な業務と考えられてきたからである。
海外出店に関する研究は大きく参入する以前の研究と参入後の研究に大別することができる。参
入前に関する研究は，どの市場にどのような方式で参入するのか，それらの意思決定にどのような
規定要因があるのか，いわゆる参入動機，参入市場および参入様式に関する研究である。
後者の参入後に関する研究において，最も注目されるのは，参入してから標準化戦略を採用する
のか，適応化戦略を採用するのか，あるいは両者のバランスをどのように構築するのか，いわゆる
標準化―適応化問題である。また，海外市場からの撤退が目立つようになるにつれて，なぜ撤退す
るのか，どのような方式で撤退するのか，という進出先からの撤退も注目を集めるようになった。
その他，これまでの海外出店に関する研究を踏まえながら，小売国際化プロセスに関する包括的な
分析枠組みの構築も活発的に行われた。
小売国際化研究は1980年代後半より本格化して以来，約30年間が経過した。小売国際化研究を
新たな段階に発展させるためには，既存研究をレビューし，今後の研究課題を明らかにする必要が
ある。この課題に取り組むために，本稿は小売国際化研究のうち，海外出店に注目し，その代表的
な研究をレビューする。それによって，今後における小売国際化研究の方向性の明確化に貢献した
い。
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1 既存研究では，環境要因と組織要因を明確に分けてプッシュ要因とプル要因を論じているわけではない。例
えば，後述する Treadgold and Davies (1988）のプル要因において，未発展の市場の存在や海外におけるニ
ッチ市場の存在といった環境要因もあれば，企業哲学や既存の企業技術および強みのより十分な活用といっ
た組織要因も含まれる。
 参入前の研究
. 参入動機
1980年代後半から小売企業による海外出店の活発化にともなって，まず，注目されたのは，な
ぜ海外市場に進出するのか，いわゆる参入動機の解明である。参入動機に関する研究は，基本的に
環境決定論的に行われる。すなわち，狭隘な本国市場や成長する海外市場などの環境要因は，小売
企業の海外進出についての意思決定を左右する（向山 199613矢作 200227）。これらの環境
要因は，一般に，プッシュ要因とフル要因に大別することができる。前者は，本国市場の魅力を低
減させる要因であり，後者は，海外市場への進出を魅力的に思わせる要因である。環境要因のほか
に，経営者の性質や国際化への態度を始め，バイイングパワーの強化，複数市場へのリスク分散，
企業差別的優位性の活用，先発優位の追求，情報収集などの組織要因も，小売企業の海外進出意思
決定に影響を与える（Williams 1992b911Dawson 19932930二神 20003233)1。
参入動機に関する初期の研究では，プッシュ要因の影響を強調する傾向がある。Treadgold and
Davies (19881118）は，プッシュ要因として，◯国内市場の成熟，◯強い競争圧力の存在，◯
制限的な取引環境（店舗の新設，営業時間および労働条件など），◯国内経済の停滞，◯人口増加
の停滞を，プル要因として，◯未発展の市場の存在，◯グローバル企業になろうとする企業哲学，
◯海外におけるニッチ市場の存在，◯将来の拡大のための足掛かりの確立，◯既存の企業技術およ
び強みのより十分な活用を，取り上げる。そして，ヨーロッパの個別小売企業による海外市場への
進出を見るかぎり，プッシュ要因のほうが主要な影響要因であると指摘している。
初期の研究と対照的に，1990年代以降，小売企業の上級マネージャーや経営者を対象に実施さ
れたインタビュー調査やアンケート調査に基づいた研究では，プル要因の影響が強調されている。
Alexander (1990）は，イギリスの小売企業上位200社に対してアンケート調査を実施し，そのう
ち海外に進出している26社のデータをもとに，海外進出の動機を整理している。その結果，大き
な影響を与えている動機は上位から，◯進出先国におけるニッチ市場機会の存在，◯進出先国の市
場規模，◯進出先国における経済的繁栄の水準，◯自社の業態，◯自社の取扱う商品ライン，◯進
出先国における小売業発達度，である。それに対して，あまり大きな動機にならなかったのは，◯
有利な為替レート，◯法的規制や税制面などの有利な操業環境，◯国内市場の飽和，◯進出先国に
おける不動産投資の可能性，◯進出先国における有利な労働条件，◯進出先国で買収する相手企業
の株価，である（Alexander 19908081）。
同じく Williams (1992a）は，海外に進出している42社のイギリス小売企業を対象にインタビ
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ュー調査を実施し，進出動機を調査している。Williams (1992a）は主成分分析によって34の動機
要因から，◯国際成長機会を求める小売企業の能動的な成長志向，◯国内市場の飽和，◯進出先国
で通用する小売訴求力・革新性，◯誘致や競争相手への追随などの受動的な反応，という 4 つの
因子を抽出した。そして，参入動機として，「進出先国で通用する小売訴求力・革新性」と「能動
的な成長志向」は，「受動的な反応」と「国内市場の飽和」を上回って，より重要である結果が得
られた（Williams 1992a274277）。
Alexander (1990）や Williams (1992a）などの研究は，初期の研究が強調する，国内における
市場飽和や規制強化などのプッシュ要因よりも，進出先国における市場機会の存在や自らの強みの
活用というプル要因のほうが，小売企業の海外進出により大きな影響を与えていることを実証し
た。とはいえ，これらの研究は，プッシュ要因による小売企業の海外進出への影響を否定している
のではない。むしろ，参入動機をプッシュ要因とプル要因の二者択一で捉えるのではなく，それら
の要因が相互関連した形で，小売企業の海外進出に関する意思決定に影響を与えるという立場であ
る。
Alexander (1997）は，「本国市場の飽和度」と「国際市場における小売事業展開の可能性」と
いう 2 つの軸で，参入動機を「土着型」，「受動型」，「拡張型」および「能動型」に分類し，プッ
シュ要因とプル要因を二者択一で捉えていない。また，同じく Alexander（1997）は，1990年代
初頭までの研究を踏まえ，政治，経済，社会，文化，小売構造という 5 つの側面から，プッシュ
要因とプル要因に分類し，参入動機を包括的に整理している。
. 参入様式および参入市場
海外進出を決定した小売企業は，次にどのような方式で，どの市場に参入するのかを考えなけれ
ばならない。いわゆる参入様式と参入市場の研究である。これらの研究の多くは，参入様式および
参入市場に関する意思決定への規定要因を解明しようとしている。
小売企業の参入様式については，製造企業における海外進出の議論と基本的に変わらない。それ
は，現地子会社の設立や買収・合併のような現地経営に対して，高コントロール・高コストから，
合弁，フランチャイジングのような中コントロール・中コスト，あるいは低コントロール・低コス
トまで様々である（Treadgold and Davies 19883538）。
Treadgold and Davies (1988）は，海外に進出した小売企業の個別事例をもとに，6 つの命題を
提示している。これらの命題から小売企業の参入様式および参入市場の選択に，社会文化的距離と
いう環境要因，国際化経験，企業文化あるいは小売企業特性という組織要因によって規定されるこ
とを導き出すことができる。
Burt (1993）は，19601990年までの30年間で，海外投資経験のあるイギリス小売企業の726件
の個別事例をデータベースに，「いつ・どこで・誰が・どんな投資をしたか」を分析した。その結
果，Treadgold and Davies (1988）が抽出した規定要因に加え，素早く多国間にわたって事業を展
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2 折衷理論（Eclectic Paradigm）は1970年代に Dunning によって提唱されたものである。企業が国際化する際
に，海外直接投資で進出するのか，輸出，技術供与あるいは企業提携などで進出するのかという意思決定を
しなければならない。その際に，◯所有，◯内部化，◯立地という 3 種類の優位性を考える必要がある。所
有優位（Ownership-speciˆc advantages）は，他国企業に対して競争優位の源泉となる無形資産などの所有
による優位性である。内部化優位（Internalization-incentive advantages）は，市場の失敗を回避し，活動を
内部化することによる優位性である。立地優位（Location-speciˆc variables）は，天然資源や作り出された
資源の賦存などの，本国あるいは受入国を有利にするものによる優位性である。所有優位，内部化優位およ
び立地優位という 3 つの要素が同時に備えた場合，企業は海外直接投資で国際化する（Dunning 198825
29）。
開したい，あるいは少数国に集中して事業を展開したいという市場カバレッジ志向や，地理的距離
という新たな規定要因を抽出している（Burt 1993401408）。
参入様式および参入市場への規定要因研究は，初期の小売国際化研究にとどまらず，今日にお
いても注目されているテーマである。Alexander et al. (2007）は，西ヨーロッパ小売企業を対象に，
Alexander et al. (2011）は，東ヨーロッパ小売企業を対象に，複数のデータベースを利用し，小
売企業の参入市場選択および国際化活動への規定要因を解明しようとしている。その結果，西ヨー
ロッパの小売企業は，消費者の購買力が低い市場に参入する傾向がある。そのうち，GDP 規模が
大きく，小売企業同士の競争が緩やかな市場が選好される（Alexander et al. 2007429）。一方の
東ヨーロッパ小売企業は，消費者の購買力が高い市場に参入する傾向があることは明らかになった
（Alexander et al. 2011192.）。換言すれば，進出先における消費者の購買力，経済規模および競
争状況は，小売企業の参入市場選択に影響を与えるということである。
初期の研究では，小売業態や参入様式を問わない傾向があるのに対して，近年では，特定の種類
の小売企業や特定の参入様式に焦点を当てた研究も展開されている。Park and Sternquist (2008）
は，折衷理論2 を応用し，専門小売企業が完全所有の形で参入するのか，フランチャイジングで参
入するのかに関する12つの命題を提示している。これらの命題から，ユニークな小売コンセプ
ト，ユニークなブランド・コンセプト，ユニークな能力，契約的リスク，急速拡大の必要性，資源
の入手可能性および成長経験という規定要因を抽出することができる。ここでいう資源は，資金な
どの財的資源，設備などの物的資源，経営管理上の知識などのマネジリアル資源，顧客，競合相手
などに関する情報資源，そして，競合相手，供給業者および顧客などとの関係的資源，という企業
が所有する資源もあれば，トレードマークやライセンスを保護する法律の整備，という進出先にお
ける制度環境に基づいた資源も含まれる（Park and Sternquist 2008292294）。
Doherty (2007）は，フランチャイジングを利用し，海外市場に進出したイギリスの大手ファッ
ション関係小売企業 6 社を対象に，参入様式としてフランチャイジングを選択する動機を検討し
ている。その結果，◯国際小売経験，◯資金への入手可能性，◯ブランド力，◯企業の戦略的再編，
◯主要なマネージャーの影響という組織要因とともに，◯現地パートナーからの打診，◯現地市場
の複雑性，◯国内市場の競争圧力に対応するための経営資源の国内集中，◯現地パートナーの入手
可能性という環境要因も抽出した。
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図表 参入市場および参入様式への規定要因
環
境
要
因
経済
進出先の競争状況
進出先の経済規模
進出先における消費者の購買力
進出先における市場の複雑性
進出先におけるパートナーの積極性
および入手可能性
国内市場の競争圧力に対応するための経営資源
の国内集中
組
織
要
因
小売事業特性
小売業態，小売コンセプト，ブランド・コンセ
プト
経営資源
ブランド，資金，設備，経営管理上の知識，情
報，顧客，競合相手および供給業者との関係
企業文化
企業戦略
政治・法律
進出先の制度整備
国際化経験，成長経験
社会・文化
社会文化的距離，地理的距離
マネージャーおよび経営者の影響
出典筆者作成。
以上の主張を整理すると，参入動機と同じように，参入市場および参入様式への規定要因も環境
要因と組織要因に分類することができる（図表 2）。
参入動機研究や参入市場および参入様式の研究は，小売企業が，様々な環境要因と組織要因が複
雑に相互関連した中で，海外市場に進出するかどうか，進出を決めれば，どのような方式でどのよ
う市場に進出するのかを意思決定し，そして，国際化の成功経験や失敗経験から学習し，次なる国
際化の展開に活用することを示している。
しかし，これらの研究は，国際化経験を持つ小売企業を分析対象としながら，海外に進出する以
前における当該小売企業の意思決定を中心としており，小売国際化の前段階の研究にとどまってい
ると言わざるをえない。それよりも，海外市場に進出してからの小売企業の行動に注目する研究が
必要である。
 参入後の研究
. 標準化―適応化問題
小売企業が海外市場に進出した後，どのような戦略を取っているのかは，最も注目を浴びてきた
テーマと言える。すなわち，進出先においては，標準化された小売コンセプトやマーケティング手
法で展開するのか，あるいは現地市場の特性に適応した形で展開するのか，または両者を融合した
形で展開するのか，という標準化―適応化問題をめぐる議論である。標準化戦略によって，規模の
経済性や範囲の経済性を享受し，効率性を獲得することができる。一方の適応化戦略は，異なる消
費者嗜好に対応し，現地市場における有効性を獲得するために不可欠である。この標準化―適応化
問題は，国際マーケティング論で長年にわたって議論されてきたテーマである（大石 1993）。し
かし，国際マーケティング論は，主に製造企業の国際化を対象としている。
国際マーケティング論の研究蓄積を小売企業の国際化に応用した，初期における代表的研究は，
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図表 小売企業の国際戦略
グローバル マルチナショナル
定 義 同一フォーミュラの世界的複製 フォーミュラの現地状況への適応
業 態 専門店
ハイパーマーケット，百貨店，バラエテ
ィーストア
マーケティング
グローバル・セグメントとグローバル・ポ
ジショニング
マーケティング・ミックスの標準化
統一した品揃え，価格，店舗設計，サービ
ス，広告
コンセプトの複製および内容の現地適応
マーケティング・ミックスの適応化
世界中で類似した店舗装飾，価格戦略，
サービス戦略
品揃え戦略と広告戦略の調整
組織的示唆 設計，生産，販売の垂直統合 マルチ・ドメスティックなアプローチ
経営管理上の示唆
中央集権的管理
優れた情報システム
急速な成長能力
大きな規模の経済性
皆無に近いノウハウの移転
分権的管理
本部との頻繁なコミュニケーション
普通な成長能力
規模の経済性なし
ノウハウの移転の重要性
出典Salmon and Tordjman (1989), p. 12.
Salmon and Tordjman (1989）の研究を取り挙げることができる。そこでは，海外に進出した小売
企業の国際戦略として，グローバル戦略とマルチナショナル戦略を抽出している（図表 3）。グロー
バル戦略とは，本国で成功したフォーミュラを変えることなく，海外で複製する戦略であるのに対
して，マルチナショナル戦略とは，現地条件に適応する戦略である。マーケティングに関しては，
前者が標準化したマーケティング・ミックスを実施し，後者がマーケティング・ミックスのなか，
品揃えと広告を適応する必要がある。
グローバル戦略を展開しているのは，ベネトン，ローラアシュレイ，イケア，マークススペン
サーという専門小売企業が典型である。これらの小売企業は，生産から販売までの垂直統合，本社
による中央集権的管理という特徴を持っている。一方，マルチナショナル戦略を展開する小売企業
は，ハイパーマーケット，百貨店，バラエティーストアのような総合型小売業態が典型であり，分
権的管理を採用するのが特徴である（Salmon and Tordjman 1989611）。
すなわち，Salmon and Tordjman (1989）は，適応化―標準化の対象をマーケティングとし，各
戦略に相応しい業態，組織および経営管理上の特徴を提示した。適応化―標準化の対象であるマー
ケティングは，標的市場を始め，ポジション，コンセプトとその内容，およびマーケティング・ミ
ックス，あるいは小売ミックスを含む。
Treadgold (1990/91）は，国際小売企業にとって重要な課題が，標準化に基づいたグローバル
戦略がもたらす効率性と，異なる現地の消費者嗜好や小売環境に適応していくマルチナショナル戦
略がもたらす有効性を同時に実現することであると指摘している。適応化による有効性と，標準化
による効率性，あるいは統合の利益を同時に実現する可能な戦略として，トランスナショナル戦略
を提起している。トランスナショナル戦略においては，各国で生まれた情報，技術，経験をグルー
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図表 国際小売企業の戦略類型
インターナショナル グローバル トランスナショナル マルチナショナル
地理的範囲 1 つの大陸 2 つ以上の大陸 1 つ以上の大陸 1 つ以上の大陸
文化的拡張 1 つの文化ゾーン 2 つ以上の文化ゾーン 2 つ以上の文化ゾーン 2 つ以上の文化ゾーン
文化的志向 本国志向 混合志向 世界志向 現地志向
マーケテイング 本国業態の拡張
国際的連携
最小限の適応化
同質市場
中程度の適応化
異質市場
主要の適応
適合型業態の使用
異質市場
経営スタイル 本部主導型 中央集権型 統合ネットワーク型 現地独立型
企業事例 ヒュンクモラール
ハルフォーズ
ベネトン
トイザらス
マークススペンサー
カルフール
アホールド
テンゲルマン
出典HelŠerich et al. (1997), p. 303の表 2，表 3 より筆者作成。
3 Bartlett and Ghoshal (1989）は，製造業の多国籍企業を「マルチナショナル」，「グローバル」，「インター
ナショナル」，「トランスナショナル」の 4 種類に分類したうえで，それぞれの組織特徴を検討している
（Bartlett and Ghoshal 19896466）。ここでは，HelŠerich らは製造業での研究蓄積を小売国際化に適用し
ている。
プ内に共有し，学習することが重要である。それによって，小売企業は現地の消費者嗜好に適応し
たオファリングを提供しながらも，適応化を支えるノウハウを共通して，活用することができる
（Treadgold 1990/912326）。そして，Treadgold (1990/91）は，適応化を表す「現地適応度」
と，標準化を表す「総合の利益」という 2 つの指標に基いて，小売企業の国際化戦略をマルチナ
ショナル戦略，トランスナショナル戦略およびグローバル戦略に類型化した。
HelŠerich et al. (1997）は，これまでの研究が，参入様式・事業戦略や地理的展開度，マーケテ
ィング戦略などの指標をもとに，国際小売企業の戦略を類型化してきたと評価しながらも，これら
の指標のみでは，国際小売企業の戦略を十分に分類しきれないという限界も指摘している。その限
界に対応するために，地理的範囲，文化的拡張，文化的志向，マーケティング，経営スタイルとい
う 5 つの指標を用いて，国際小売企業の戦略を「インターナショナル」，「グローバル」，「トラン
スナショナル」，「マルチナショナル」の 4 つの類型に大別した（図表 4)3。
地理的範囲とは，小売企業の地理的拡張を指す。地理的に拡張するには，法律，言語，ロジステ
ィクスなどにおける様々な阻害を乗り越える必要がある。文化的拡張とは，文化的類似性を持つ複
数の国々によって構成される文化ゾーンのなか，進出した文化ゾーンの数を指す。文化的志向は，
小売企業の企業文化が本国志向であるのか，現地志向であるのか，あるいは，それらの融合を重視
し，または問わないのかを表す指標である。そして，経営スタイルは，本国における「本部主導型」
をはじめ，管理中枢の所在地を問わない「中央集権型」，上級マネージャーの交流などによって，
各国事業から学習した知識とスキルが共有される「統合ネットワーク型」，現地事業が独立した事
業として運営される「現地独立型」という 4 つの種類がある。
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マーケティングに関して，本国と同質な市場を標的にしているかどうか，本国業態を移転する際
に，業態の中核部分が変更されるかどうかをもとにした指標である。グローバル戦略は，本国と同
質な市場を標的に，本国業態を複製し，業態の周辺部分について最小限の適応化しか行わない。そ
れに対して，マルチナショナル戦略は，本国と異質な市場を標的に，本国業態を移転しない，ある
いは，移転するとしても，小売コンセプトなど業態の中核部分が変更される。トランスナショナル
戦略は，本国と異質な市場を標的に，本国業態を現地文化に適応させると同時に，中核な品揃えや
店舗の名前および看板を採用し，標準化と適応化の同時実現を追求する。
Salmon and Tordjman (1989）と同じように，HelŠerich et al. (1997）も，標準化―適応化の対
象をマーケティングとし，より広範な指標でそれらのマーケティングの実現に相応しい国際小売企
業の特徴を提示した。ここでいうマーケティングは，標的市場および小売業態を指している。
標準化―適応化問題は，日本でも積極的に取り組まれている。まず，先駆的な研究として，向山
（1996）の研究が挙げられる。向山（1996）は，品揃えに焦点を当て，一見してトレード・オフ関
係にある標準化と適応化を同時に実現させるための論理を開発した。異質性の高い現地市場に適応
しなければならない宿命を持つ多製品型グローバル企業では，進出先国の所得水準が上昇すること
によって，各国間で品揃えの重複が発生するとともに（所得水準上昇の第 1 効果），中心品揃えの
ウェートが拡大し，周辺品揃えのウェートが低下する（所得水準上昇の第 2 効果）。所得水準上昇
にともなう品揃えの重複と中心―周辺品揃えの変化から発生する，標準化すべき品揃え部分と適応
化すべき品揃え部分が，それぞれ独立して処理可能な問題であり，標準化―適応化の同時実現が可
能となる（向山 1996191198）。
従来の研究と異なり，ここでいう標準化―適応化の対象が品揃えに限定され，品揃えにおける標
準化―適応化のジレンマを克服するための論理も提示されている。
川端（2000）は，「フィルター構造」という独自の視角を提起し，標準化―適応化問題に示唆を
与えている。フィルター構造とは，各市場に備わる特性を意味する。小売企業は，母国市場の特性
に応じたある種の合理的な経営システム特性（利益を上げるシステム特性）を備えている。小売企
業は，進出先での市場戦略を検討する際に，まず，母国市場のフィルター構造と自己のシステム特
性との関係を解明する必要がある。その上で，母国市場と進出先市場のフィルター構造を比較し，
両者の共通性と相違性を比較しなければならない。仮に，多くの部分で構造的な共通性が認められ
れば，母国市場でのシステム特性を活用し，進出先市場に参入することが可能である。すなわち，
標準化戦略である。もし，ほとんど共通性が認められなければ，自らのシステム特性を変更して参
入しなくてはならない。すなわち，適応化戦略である（川端 20005459）。このような母国市場
のフィルター構造との相対的関係の中で，川端は，「飛び地戦略」，「優位性戦略」，「特定市場適応
化戦略」，「複数市場適応化戦略」および「グローバル戦略」という 5 つの市場戦略類型を提起し
た（川端 2000237239）。
ここでいう標準化―適応化の対象は，母国市場の特性のもとで形成された合理的経営システム特
―  ―
図表 小売企業の国際戦略
提 起 者 戦 略 標準化―適応化の対象
Salmon and Tordjman
(1989）
グローバル
マルチナショナル
マーケティング戦略
（標的市場，ポジション，コンセ
プトとその内容，小売ミックス）
Treadgold (1990/91）
グローバル
トランスナショナル
マルチナショナル
提供物，ノウハウ
向山（1996） グローバル 品揃え
HelŠerich et al. (1997)
インターナショナル
グローバル
トランスナショナル
マルチナショナル
マーケティング戦略
（標的市場，小売業態）
川端（2000）
飛び地戦略
優位性戦略
特定市場適応化戦略
複数市場適応化戦略
グローバル戦略
母国市場の特性のもとで形成され
た合理的経営システム特性
矢作（2007）
完全なる標準化志向
標準化のなかの部分適応志向
創造的な連続適応
新規業態開発志向
小売事業モデル
（小売業務システム，商品調達シ
ステム，商品供給システム）
出典筆者作成。
性である。この合理的経営システム特性の具体的な内容について，明確に示されていない。ただ
し，経営システムの適応事例として，PB 開発も含む仕入システムの構築や，新たな店舗フォーマ
ットの開発，企業間提携や調達物流システムの構築，借入金を抑えつつ成長する経営手法の構築を
取り上げられている（川端 2000244245）。これらの事例をもとに，従来の研究と比較すると，
川端が捉えている標準化―適応化の対象は，小売企業自身の小売業態や小売ミックスにとどまら
ず，供給業者や物流業者との連携のもとで構築された商品調達と商品供給システムも含む，より広
い内容である。
同様に矢作（2007）は，標準化―適応化の対象を母国市場で構築した小売事業モデルと広く捉
えている。小売事業モデルは，小売業態戦略を中心とした小売業務システムと，それを後方で支援
する商品調達，商品供給システムによって構成される（矢作 200733）。この 3 つのサブシステ
ムには相互依存関係および相互補完関係が作用し，そこから競争の持続的な優位性が生まれる。矢
作は，小売国際化プロセスにおいて，最も重要である現地化段階における標準化―適応化問題の分
析に注目し，現地化段階における小売事業モデルの標準化―適応化戦略を，◯「完全なる標準化」
志向，◯「標準化のなかの部分適応」志向，◯「創造的な連続適応」志向，◯「新規業態開発」志
向に類型した（矢作 20073640）。
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4 撤退を記述する用語は様々である。例えば，「脱国際化（deinternationalization）」，「投資撤収（divestment）」，
「失敗（failure）」，「退出（exit）」，「脱退（withdrawal）」，「閉店（closure）」，「清算（liquidation）」，「組織再
編（organizational restructuring）」，「売却（sell-oŠs）」，「部分売却（partial sales）」，「完全売却（total sales）」
などがある（Hollander 1970Alexander and Quinn 2002Burt et al. 2003）。本稿では撤退という用語に統
一しながら，撤退は多様な形態を持つと考える。
このように，海外市場に進出した小売企業の国際戦略に関する数多くの研究が蓄積され，各論者
はそれぞれの基準をもとに，いくつかの戦略類型を抽出している（図表 5）。しかし，何をどの程
度修正すれば，適応化あるいは標準化，または両者の融合の形といえるのかについては，共通の認
識が形成されていない。
標準化―適応化の対象を品揃えに限定した見解もあれば，マーケティング戦略やノウハウ，取引
先を含む商品調達，商品供給システムを射程に入れた見解もある。また論者によって，標準化―適
応化の対象をめぐる概念それ自体が曖昧である。コンセプトは，小売業態のコンセプトなのか，商
品コンセプトなのか。小売業態は，小売業態のコンセプトに限定しているのか，小売ミックスまで
包含しているのか。また，小売業態の中核―周辺部分や品揃えの中核―周辺部分は，どのような基
準で範囲を決定しているのか。それらについては，必ずしも明確ではない。
標準化―適応化の対象や戦略類型に対する共通の認識が形成されていないが，標準化と適応化の
二者択一ではなく，両者を同時に実現すべきという認識が共通しているといえる。小売企業は本国
で確立したフォーミュラを持ち，海外市場に進出する際に，何らかのかたちでそれを複製し，移転
する意図を持っている。換言すれば，ほとんどの小売企業は，標準化を通じて，効率性を獲得しよ
うとする。それと同時に，小売業は地域・立地産業であり，消費者嗜好をはじめ，競争条件や経済
・社会・文化・政治環境など現地における市場特性に強く制約される。そのため，小売企業は本国
で確立したフォーミュラを現地に適応させなければならない。すなわち，適応化を通じて，有効性
を獲得しなければならない。
一般に，専門小売企業は，標準化戦略を採用しやすいと思われる。しかし，ここでいう標準化戦
略は，適応化に基づいた有効性を否定しているものではない。専門小売企業は，世界中の共通した
市場細分を標的市場としているため，標準化は同時に適応化も意味している。一方の総合小売企業
は，適応化戦略を採用しなければならいと思われる。しかし，数多くの研究が示したように，総合
小売企業は適応化のみではなく，現地市場にも通用できる小売業態やオペレーションを活用してい
る（今井 2003白石・鳥羽 2003Wood et al. 2016Siebers 2016）。このように業態に関係な
く，小売企業のほとんどは，適応化と標準化に同時に取り組んでいる。
. 進出先からの撤退
撤退は，海外市場におけるプレゼンスを低減させる企業活動と定義することができる（Alexan-
der et al. 20058)4。これまでの参入動機，参入様式，参入市場および標準化・適応化問題と比較
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図表 撤退形態
完全なる撤退
特定業態からの撤退
一部チェーンの売却または閉店
一部店舗の売却または閉店
合弁やフランチャイジングなどのビジネス契約の解消
現地事業を子会社からフランチャイジングやライセンシング，販売契約への転換
出典Alexander et al. (2005), Burt et al. (2004）より筆者作成。
して，進出先からの撤退があまり分析されてこなかった。その最大理由は，撤退データの不足であ
る。しかし，1990年後半に入ると，小売企業による撤退が顕著化した（川端 2000109128
Burt et al. 2004Alexander et al. 2005）。それにともなって，進出先からの撤退も次第に注目され
るようになった。図表 6 で示されたように，撤退には多様な形態が存在し，海外市場からの完全
なる撤退はその一形態にすぎない。
撤退は，一般に，海外市場における失敗の結果として捉えられる。企業の失敗をもたらす要因
は，環境要因と組織要因に大別することができる。Burt et al. (2003）は，製造業者を対象とする
国際撤退研究に基いて，小売企業による撤退への規定要因を整理した。そこで，環境要因をさら
に，市場失敗と競争失敗に，組織要因をさらに操業失敗と事業失敗に類型化した。市場失敗には，
◯環境の安定性（カントリーリスク），◯経済，政治，規制および社会状況の変化，◯市場構造の
変化が含まれ，競争失敗には，◯計画を下回る操業業績，◯一定期間に及んだ，期待を下回る経
済，競争，財務業績，◯競争対応または競争進行に対する過小評価が含まれる。一方の操業失敗に
は，◯戦略上の適合性，◯本国のスキル，コンセプトおよびフォーミュラの移転失敗，◯経営管理
文化における対立があり，事業失敗には，◯ガバナンスと経営管理能力，◯本国事業志向（経営管
理および資源），◯ステークホルダーの圧力と認識が挙げられる（Burt et al. 2003365）。
環境要因を強調する論者もいれば，組織要因を強調する論者もいる。Wrigley and Currah (2003）
は，ラテンアメリカにおけるアホールドの苦戦および撤退が，本国で構築した競争優位が，貨幣価
値および経済状況が不安定で，金融市場が発達していない，すなわち，本国と制度環境が全く異な
るラテンアメリカでは通用しないことに由来すると指摘した。また，Wrigley (1999）と Wrigley
(2001）は，食品小売業における投資と競争に対するアメリカ政府の政策が，小売企業の撤退に大
きく影響したとして，環境要因による撤退への影響を強調している。
それに対して，Burt et al. (2002）は，マークススペンサーを事例に，その過去30年にわたる
国際化戦略と関連しながら，1990年代後半における大規模な撤退活動を検討し，撤退をもたらし
た最も重要な要因は，組織要因にあると結論づけた。同じくCairns et al. (2010）は，経営者のリー
ダーシップが撤退および国内外事業再編において，重要な役割を果たすと主張している。
海外市場からの撤退に対しては，海外市場における業績不振による，止むを得ない選択だと捉え
がちであるが，必ずしもそうではない。限られた資源しか持たない小売企業は，より良い市場機会
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図表 撤退の規定要因
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を獲得するために，戦略的に撤退を行う場合もある。例えば，アホールドは，アメリカ市場で生き
残るために，競争が激化している州から一部の店舗を撤退し，そこから捻出した資金をほかの州で
新たな店舗の買収資金に割り当てることを積極的に実施した（Palmer and Quinn 200733）。ま
た，ブーツや DSG インターナショナル，キングフィッシャー，テスコが行った撤退は，能動的な
再編のもとで行われた撤退であった。そして，早期の撤退経験から学習し，国際戦略を見直し，海
外市場により適応した業態の開発や発展途上国における市場機会の追求，詳細な市場調査と分析を
展開した（Cairns et al. 20103138）。
海外市場における業績を問わずに，本社の業績悪化による撤退も数多く見られる。川端（2000）
では，アジアにおける日本小売企業の撤退原因が，日本本社側の倒産や事業リストラによるものが
最も多いことを示している（川端 2000117）。Burt et al. (2002213214）および Cairns et al.
(2008126）も，本国事業の業績悪化は，海外市場からの撤退を誘発・加速化させる可能性があ
ると指摘している。以上をまとめると，撤退の規定要因は図表 7 の通りとなる。
撤退は一つのプロセスである（Clark and Wrigley 1997346352Burt et al. 200911）。それ
にもかかわらず，撤退に関するほとんどの研究は，撤退形態および撤退への規定要因分析に集中し
ている。それに対して，Cairns et al. (2008）は，ファッション，食品，住居品を取り扱うあるイ
ギリス小売企業を事例に，撤退プロセスの概念化を試みた。撤退プロセスは，◯撤退の意思決定，
◯プロセス，◯戦略再志向，◯戦略上および操業上の対応，という 4 段階に大別することができ
る。撤退するかどうかは，国内志向の企業文化という「基本条件」をはじめ，不適切な国際拡張の
結果とした「直接条件」や，国内事業に資源を集中したいという「動機」および不利な為替という
「誘発条件」によって影響される。具体的なプロセスには，撤退の告知，撤退に必要な時間設定，
撤退形態の決定および撤退プロセスの管理を必要とする。撤退の結果，小売企業は企業戦略を調整
し，最終的に，国内事業および海外事業は，撤退に対して，戦略的・操業的に対応しなければなら
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ない。そして，国内志向の企業文化，安定的な本国市場を維持する必要性，失敗した国際化戦略を
貫くことにともなう負の影響，新しい経営管理および参入様式戦略は，当該小売企業の撤退プロセ
スに最も影響を与えると結論付けた（Cairns et al. 2008118126）。
このように海外市場における小売企業の撤退は，撤退の顕著化にともなって，次第に分析される
ようになった。とは言え，研究蓄積が少ないため，数多くの課題が残っている。多様な撤退形態が
識別されたが，なぜ特定の形態が選択されるのかが明確にされていない。撤退に影響を与える多様
な環境要因および組織要因が析出されたが，どのような前提条件のもとで，どの要因が最も影響力
を持つのか，また，各要因がどのような関係を持っているのか，そして，時間とともに，どのよう
に変化するのかも解明されていない。さらに，海外出店に関するほかのテーマ，例えば，参入様式
および国際化戦略が，撤退形態との間にどのような関係性があるのかも考察する必要があるだろう。
 小売国際化プロセス
小売企業は一定の動機のもとで，一定の方法で海外市場に参入し，そこで，多様な国際化戦略を
実行する。そして，海外市場における業績などによって，進出先から撤退する可能性もある。この
ような一連の行動を一つのプロセスとして捉え，プロセスのパターンやそれに対する規定要因を解
明しようとするのは，小売国際化プロセス研究である。
小売国際化プロセス研究の代表としてよく取り挙げられるのは，Vida and Fairhurst (1998）の
研究である。Vida and Fairhurst (1998）は，小売企業の行動に注目し，国際化プロセスを「前
提」，「プロセス」，「結果」という 3 つの過程に分けている（図表 8）。国際化の前提条件として，
意思決定者および企業の特性といった組織要因が重要視される。従来の参入動機研究では組織要因
とともに，国内市場の飽和や出店規制，海外市場の成長性といった環境要因が並列に取り挙げられ
る。それに対して，Vida and Fairhurst (1998）のモデルでは，外部環境はあくまでも意思決定者
の主観的判断を通して企業行動に影響を及ぼすと考え，小売企業の国際化プロセスに顕著な影響を
及ばさないと捉える（Vida and Fairhurst 1998145）。
意思決定者の特性には，◯海外業務や事業環境などに関する知識，◯海外事業での経験，◯海外
投資リスクなどに対する態度と認識，が挙げられる。しかし，たとえ意思決定者の特性は国際化の
推進に働くとしても，国際化が可能であるかどうかは企業の特性に制約される。企業の特性には，
◯国際化に必要な資金および人材の資源コミットメント力，◯革新な小売コンセプト，独特な品揃
えなどの差別的優位性が含まれる（Vida and Fairhurst 1998146）。
これらの意思決定者および企業の特性は外部環境とともに，国際化の推進要因，あるいは阻害要
因として働き，推進要因が阻害要因を上回れば，海外市場に参入することが決定される。
海外市場に参入することが決定されたあとに，「結果」としてどこに（市場の選択），どのように
参入するか（参入様式）を決めなければならない。モデルではそれらが最も戦略的な意思決定事項
と位置づける。また，市場の選択と参入様式に加え，標準化―適応化問題といった経営上の事項も
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図表 小売企業の国際化プロセスモデル
出典Vida and Fairhurst (1998), p.145.
考慮しなければならない（Vida and Fairhurst 1998146147）。
これらの戦略的意思決定は，小売国際化の成果に影響し，その成果はフィードバックされ，次ぎ
なる国際化の「前提」に直接影響し，国際化の推進要因・阻害要因のバランスに間接的に影響を及
ぼすと考えられる（Vida and Fairhurst 1998149）。すなわち，次なる国際化の意思決定では一定
の国際化水準を維持するのか，それとも増大，低減させるのか，あるいは国際化を停止するのか
は，これまでの国際化の成果や経験に規定される。したがって，小売企業の国際化プロセスが漸進
的あるいはランダムのようなダイナミックなプロセスであり，リニアなプロセスではないという特
徴がある。
矢作（2002, 2007）は，Vida and Fairhurst (1998）のモデルを参考にしながらも，大幅に修正
し，独自の小売国際化の組織行動モデルを提示している。Vida and Fairhurst の「前提」，「プロセ
ス」，「結果」という 3 段階モデルに対して，矢作は，「前提」の部分を母国市場の特性と企業の組
織要因にして，「プロセス」と「結果」の部分を進出先市場における行動にして 2 段階に配置し直
した。
このモデルには 2 箇所の独自性が含まれる。1 つ目は，戦略立案・実行に「小売事業モデル」を
組み入れたところである。2 つ目は，参入時期が参入後の成果に影響を与えるループを加えたこと
である。そして，Vida and Fairhurst のモデルと同じように，国際化プロセスの結果が母国市場お
よび進出先市場にフィードバックされることによる学習効果を強調する。学習は，経営者の知識と
経験を増やし，認識や態度を変更する。あるいは，企業の経営資源や競争優位を強化する。また，
学習が進むと，母国市場と進出先市場との心理的距離が短縮化されると思われる。これらの学習効
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5 前述したように撤退は，必ずしも現地市場での失敗によって引き起こされるものではない。より良い市場機
会を獲得するために，戦略的に撤退を行う場合もある。
果はつぎなる国際化プロセスに対する戦略立案と実行に影響を及ぼすと考えられる。
 考 察
これまで概観したように，小売企業による海外出店の活発化にともなって，海外出店に関する研
究が数多く蓄積されてきた。これらの研究の論点は，参入動機をはじめ，参入様式，参入市場の選
択，標準化―適応化問題，進出先からの撤退，そして，小売国際化プロセスに関する包括的な分析
枠組みの構築など，幅広い。各テーマは，海外出店に関する様々な戦略の意思決定への規定要因を
環境および組織の 2 つの側面から解明し，海外出店に対する我々の理解を高めた。しかし，既存
研究は海外出店に関して幅広く研究されてきたにも関わらず，現地市場における国際小売企業の発
展プロセスについて，解明されていないところが多い。
参入動機，参入様式，参入市場の選択は，国際小売企業を研究対象としながら，実際の研究対象
が国内で活動している時の当該小売企業の意思決定であるため，国際化する前段階の研究であると
言える。もちろん，参入動機の明確化や，適切な参入様式と参入市場の選択は，参入した後の発展
に積極的な影響を与えることが考えられる。しかし，これらのテーマは，現地市場での発展プロセ
スに直接示唆を与えない。
進出先からの撤退についての研究は，海外事業の縮小に焦点を当て，現地市場からの退出段階，
すなわち脱国際化段階に注目している。国際小売企業にとって，撤退の形態や要因およびプロセス
を理解することは，同じ失敗を繰り返さない教訓になる5。そういう意味では，進出先からの撤退
研究は，将来再び展開される海外事業の拡大に積極的な意味を持つ可能性がある。しかし，脱国際
化段階に注目している撤退研究は，現地市場での発展プロセスに直接示唆を与えない。
先行研究のうち，参入後の現地市場における発展に注目しているのは，標準化―適応化問題を中
心とする国際化戦略研究である。前述したように，専門小売企業と総合小売企業に関係なく，現地
子会社は，本国で確立した業態特徴が現地市場における有効性を持つ場合，それを標準化して活用
している。そうでない場合，現地市場に適応し，業態特徴を修正している。すなわち，国際小売企
業の実態が標準化と適応化を同時に実践している。それにも関わらず，これまでの研究が，あまり
にも標準化と適応化の枠組みに執着してきたのである。
現地子会社は，現地市場における発展を遂行するためには，適切な標準化―適応化戦略が必要で
あるが，それだけでは十分ではない。現地の顧客ニーズや競合相手に関する情報の収集，分析，対
応，これらの行動を実行するための現地従業員の人材育成，顧客に必要な商品を必要な時間に必要
な量で提供するための現地供給業者との関係構築など，様々な課題に取り組まなければならない。
それにもかかわらず，先行研究は，もっぱら標準化―適応化問題に注目している。
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小売国際化の実態から見ても，標準化―適応化問題のみに着目することは，国際小売企業がなぜ
成功したのか，なぜ失敗したのかを説明しきれないことが明らかである。ウォルマートやカルフー
ル，テスコなどの国際小売企業が数多くの国・地域に進出しており，中には成功しているものもあ
れば失敗して撤退した国・地域もある。例えば，カルフールは2015年に34カ国・地域に6,646店舗
を持ち，海外売上高が売上高全体の 5 割を超過している（Carrefour 2015）。このようなカルフー
ルは，2000年に日本市場に参入してからわずか 5 年間で店舗をイオンに売却し，日本市場から撤
退した。
小売企業が現地市場における発展を遂げるために，最初は，現地市場に関する知識の獲得と学
習，適応能力の向上と活用，企業ビジョンの浸透と実践に努める必要がある。その上で，ブランド
構築や，立地と店舗の設計，販売チャネルと顧客関係の管理を展開しなければならない（Frasquet
et al. 201315151522）。すなわち，参入後の発展プロセスが極めて複雑であり，標準化―適応化
問題と同時に，現地での学習や企業ビジョンの浸透と実践なども考慮しなければならない。
小売国際化が一つの複雑なプロセスである。しかし，既存研究は極めて複雑なプロセスを単純化
されたモデルおよび分類の整理に過剰な時間を注いでいる。これらのモデルと分類の多くは，複雑
なプロセスのうち，特定の出来事に基づいているものに過ぎない。そのため，出来事と出来事との
関係を説明することができず，場合によって，一つ特定の出来事が対立しあう 2 つのモデルを支
持することもしばしば見られる（Burt et al. 20088081Dawon and Mukoyama 200631）。し
たがって，小売国際化の複雑なプロセスを理解するには，個別企業の歴史的・長期的なケーススタ
ディが必要である。
以上を踏まえ，今後の小売国際化研究は，現地市場における国際小売企業の発展プロセスの解明
に注力する必要がある。
 結論と今後の課題
小売国際化研究は1980年代後半より本格化して以来，約30年間が経過した。小売国際化研究を
新たな段階に発展させるためには，既存研究をレビューし，今後の研究課題を明らかにする必要が
ある。この課題に取り組むために，本稿は海外出店に関する代表的な研究をレビューした。その結
果，現地市場における国際小売企業の発展プロセスを解明することが今後の重要な課題であること
を解明した。
しかし，組織次元に注目する小売国際化研究には，海外出店のほかに，国際知識移転と国際調達
も含まれる。本社と現地子会社，あるいは現地子会社の間の知識移転はどのように行われているの
か，現地店舗の品揃えを形成するために，現地子会社はどのように商品調達を行っているのか。こ
のような国際知識移転研究と国際調達研究が取り組んでいるテーマは，現地市場における国際小売
企業の発展プロセスにも深く関連している。今後は，国際知識移転研究と国際調達研究をレビュー
し，それぞれの研究課題を析出するとともに，本稿で明らかにした小売国際化研究における新たな
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論点と関連して検討し，小売国際化研究の方向性をさらに明確化する必要がある。
また，小売企業のマーケティング活動に注目する組織次元の研究のほかに，消費者のライフスタ
イル，取引慣行，政府規制など市場次元に注目する小売国際化研究も存在する。小売企業のマーケ
ティング活動は，市場環境から影響を受けると同時に，市場環境に影響を与え，それを変更してい
く。今後は市場次元に注目する研究を概観し，組織次元と市場次元の関係性を考察する必要もある。
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